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（様式３） 情報提供用シート 奥州市 

要望月日 要望項目 要望内容 取組状況(方針） 振興局名 
担当 

所属名 

反映 

区分 

7月 9日 １ 子育て世

代の負担軽減

について 

 １ 国にお 

いて全国統

一した医療

費負担軽減

制度を創設

すること。 

 少子化対策のためには、希望する子ども数を持て

る環境づくりが必要であると考えますが、特に若年

層を中心に子育てにおける経済的負担は軽くないと

いうのが現実であります。 

 子どもの医療費助成は、全国の多くの自治体で制

度化されており、子育ての負担軽減に大きな役割を

果たしています。当市でも令和５年度から高校生以

下を完全無償化としていますが、自治体ごとに助成

の内容が異なる実態であることから、全国どこでも

同じ医療が受けられるよう保障すべきと考えます。 

 また、保育料については、段階的に無償化が実施

されてきていますが、さらに保護者の負担を軽減す

べきと考えます。 

 さらに、小中学校の学校給食費は、県内でも町村

を中心に完全無償化としている自治体があります

が、完全無償化には膨大な財源負担が必要となるた

め、規模が大きい自治体では実施が難しい状況とな

っています。自治体ごとの差違をなくし、全ての小

中学生に無償で学校給食を提供できるように、国ま

たは県がその財源を負担すべきと考えます。 

 つきましては、以上を鑑み、次の事項について要

望いたします。 

１ 長期的に安定した制度とするべく、国において 

 本県のみならず、全国的に支援の拡充が

進む中、子ども医療費助成については、全

国の自治体から、全国一律の制度の創設が

強く求められており、これまでも国に対

し、全国知事会としても、全国一律の制度

を創設するよう要望してきたところです

が、今後も粘り強く国に対し働きかけを行

っていきます。（Ａ） 

県南広域

振興局 

保健福

祉環境

部 

Ａ：１ 



全国統一した医療費負担軽減制度を創設するこ

と。 

7月 9日 １ 子育て世

代の負担軽減

について 

 ２ 国とし

て０～２歳

児の保育料

完全無償化

を早期に実

施するこ

と。 

２ 自治体による差をなくし、全ての保育を要する

子育て世代の経済的負担軽減のため、国として０

～２歳児の保育料完全無償化を早期に実施するこ

と。 

 幼児教育・保育の無償化については、自

治体の財政力の差などによらず、全国どこ

の地域においても同等な水準で行われるこ

とが重要であることから、３歳未満児を含

む幼児教育・保育の完全無償化を早期に実

現するよう、引き続き国に要望していきま

す。（Ｂ） 

県南広域

振興局 

保健福

祉環境

部 

Ｂ：１ 

7月 9日 １ 子育て世

代の負担軽減

について 

 ３ 国とし

て小中学生

の学校給食

費完全無償

化を早期に

実施するこ

と。 

３ 自治体による差をなくし、全ての子育て世代の

経済的負担軽減のため、国として小中学生の学校

給食費完全無償化を早期に実施すること。 

 給食費については、学校設置者である各

市町村において、保護者負担の軽減に取り

組んでいるところですが、居住している地

域により、家庭の負担に差が生じることが

ないようにすることが必要と考えておりま

す。 

 学校給食費の無償化については、国にお

いて、こども未来戦略方針に従い、令和５

年に学校給食の実態調査を行い、令和６年

６月に調査結果、12月に課題の整理が公表

されたところであり、今後、具体的方策の

検討が進められていくものと承知している

ところです。 

 本来、自治体ごとの財政力に応じて格差

が生じることのないよう同等の水準で行わ

県南広域

振興局 

経営企

画部 

Ｂ：１ 



れるべきものであることから、引き続き国

に対し働きかけていきます。（Ｂ） 

7月 9日 ２ 広域的な

公共交通の維

持対策につい

て 

 １ 県の財

政支援を継

続するとと

もに路線バ

ス運行事業

継続のため

の財政的支

援につい

て、国に対

し働きかけ

ること。 

 当市では、今次地域公共交通計画に基づき「便利

で快適な公共交通ネットワークの構築」の実現に向

け、行政と事業者が連携して都市拠点間及び近隣市

町とを結ぶ幹線バス路線の維持と利用促進に取り組

んでいます。 

 しかしながら、モータリゼーションの拡大、高齢

化及び人口減少等の進行に伴い、バス利用者は年々

減少傾向にあり、バス路線の維持には行政からの財

政的援助が不可欠な状況であり、昨今の深刻な運転

士不足もあり、当市のバス路線の維持・確保は、

年々、困難な状況となっています。 

 特にも県からの財政支援に関しては、現状「平均

乗車密度」の要件を適用しない特例措置を講じてい

ただくなど、特段のご配慮をいただいております

が、激変緩和措置が終了した場合、補助対象から外

れる路線の存続が懸念されます。 

 全県的に運行事業者の経営状況の悪化や運転士不

足により減便及び路線廃止が行われ、今後も改善の

兆しが見えない中で、地域公共交通の維持確保を図

るためには、運行事業者の将来的な経営計画や路線

維持の方針を確認した上での財政的な支援が必要で

あると考えています。 

 さらには、全国的なバス・タクシー事業者の深刻

な運転士不足対策として国が導入を進めております

「日本版ライドシェア」に関しては、配車アプリや

 県では、地域公共交通の維持確保に向

け、広域バス路線の運行欠損額に対する補

助や、市町村が行う公共交通体系の構築及

び利用促進の取組に対する補助、バス事業

者の運転士確保の取組に対する補助などを

行っているところであり、引き続き地域公

共交通の実情を踏まえた支援を実施してい

きます。（Ｂ） 

 また、県では、国に対し、地域間幹線系

統確保維持費補助における被災地特例の激

変緩和措置の継続や乗合バス事業者の運転

士確保の取組に対する支援を要望したとこ

ろです。 

 併せて、国に対し、新型コロナの影響の

長期化や燃料費の高騰等により、経営に大

きな影響が生じている公共交通事業者等

が、安全かつ安定した運行を確保できるよ

う、経営上の財政支援を講じるよう要望し

たところであり、今後も引き続き、国に対

して必要な働きかけを行っていきます。

（Ｂ） 

県南広域

振興局 

経営企

画部 

Ｂ：２ 



キャッシュレス決済による運用が前提であり、地方

においても、こうした運用環境に迅速に対応するた

めには、多くの公共交通事業者が共同で利用できる

システム・プラットフォームの広域整備を検討する

必要があると考えます。 

 つきましては、以上を鑑み、次の事項について要

望いたします。 

１ 地域の実情に即した県の財政支援を継続すると

ともに路線バス運行事業者の事業継続のための財

政的支援について、国に対し働きかけること。 

7月 9日 ２ 広域的な

公共交通の維

持対策につい

て 

 ２ 県が中

心となり運

行事業者の

将来的な経

営計画や路

線維持の方

針を把握

し、支援す

る体制を構

築するこ

と。 

２ 県が中心となり運行事業者の将来的な経営計画

や路線維持の方針を把握し、関係市町村と情報共

有をした上で、県及び関係市町村が協力し、支援

する体制を構築すること。 

 県では、国、県、市町村及びバス事業者

が広域バス路線の課題を共有し、利用促進

策や再編の必要性などバス路線の維持に向

けた検討を行うため、路線ごとにバス路線

活性化検討会を開催しています。 

 また、住民にとって必要な地域公共交通

を維持するためには、減便や路線廃止の予

定や、そこに至る原因等を事前に把握して

おく必要があることから、バス事業者に対

し、自治体の予算要求時期や地域住民への

周知時間等も踏まえ、早急に必要な情報提

供を行うよう、引き続き求めていきます。 

 今後も地域の移動手段の確保に向け、関

係機関等と連携しながら、地域公共交通の

維持・確保に必要な支援を実施するととも

に、その体制についても必要な見直しを行

っていきます。（Ｂ） 

県南広域

振興局 

経営企

画部 

Ｂ:１ 



7月 9日 ２ 広域的な

公共交通の維

持対策につい

て  

３ 多様な

運行主体が

利用可能な

共通の配車

アプリやキ

ャッシュレ

ス決済など

の運用基盤

を県が中心

となって構

築するこ

と。 

３ 人口減少が著しい地方においても、市民が必要

最低限の移動手段を確保し続けられるよう、多様

な運行主体が利用可能な共通の配車アプリやキャ

ッシュレス決済などの運用基盤を県が中心となっ

て構築すること。 

 配車アプリやキャッシュレス決済につい

ては、運行事業者等が提供するサービスに

応じて、適切なシステムを構築し、又は選

定し導入していくものと考え、県としては

バス事業者のＩＣカード導入に対する補助

や、ＡＩを活用したデマンド交通に対する

補助を実施してきたところです。 

 一方、「日本版ライドシェア」について

は、今後、国においてタクシー会社以外の

事業者の参入についての議論が進められて

いるところであり、これらのシステム導入

が必要とされるかは現時点において不明で

あることから、県ではその動向を注視して

いきます。（Ｃ） 

県南広域

振興局 

経営企

画部 

Ｃ:１ 

7月 9日 ２ 広域的な

公共交通の維

持対策につい

て  

４ ＡＩデ

マンドシス

テムや自動

運転技術と

いった先進

的取組に対

する継続的

４ 運転士をはじめとする公共交通分野の人材不足

を補うためのＡＩデマンドシステムや自動運転技

術といった先進的取組に対する継続的な補助制度

の新設又は拡充について、国に働きかけるととも

に、県においても継続的・長期的な補助制度を創

設すること。 

 県は、令和６年６月の令和７年度政府予

算提言・要望等において、ＭａａＳやＩＣ

カード対応システム、バスロケーションシ

ステム等のデジタル技術の導入に対する支

援の拡充などを要望したところであり、今

後も引き続き、国に対して働きかけを行っ

ていきます。 

 また、ＡＩオンデマンド交通や自動運転

バス等については、デジタル田園都市国家

構想交付金や、交通ＤＸ・ＧＸによる経営

改善支援事業等による支援が行われている

県南広域

振興局 

経営企

画部 

Ｂ:１ 



な補助制度

の新設又は

拡充につい

て、国に働

きかけると

ともに、県

においても

継続的・長

期的な補助

制度を創設

すること。 

ところであり、必要に応じて制度の拡充に

ついて国に働きかけていきます。 

 県では、市町村によるデマンド交通等の

実証運行等を支援する地域公共交通活性化

推進事業費補助において、運行システムの

構築に必要な経費等を補助対象としている

ところです。 

 また、令和５年度より県民の広域移動を

支える一定の要件を満たす代替交通を市町

村が確保する場合に、費用の一部を支援す

る人口減少対策路線確保事業を創設したと

ころであり、ＡＩを活用したデマンド交通

等へ再編した場合も補助対象としていると

ころです。 

 デジタル技術の活用は、運転士不足等の

地域公共交通をとりまく課題の解決に資す

る可能性があることから、先進事例を分析

しながら、引き続き事業者や市町村と連携

し、持続可能な公共交通の維持確保に取り

組んでいきます。（Ｂ） 

7月 9日 ３ 地域医療

の充実につい

て 

 １ 医師の

偏在対策を

講じ市内の

公立病院に

 公立病院については、地方における医師の偏在が

顕著となっており、さらに医師の働き方改革により

現状の医療体制を維持することが困難になることが

懸念されています。 

 すでに県として疾患別医療圏を再編せざるをえな

くなっており、このことは当市の医師確保にも大き

な影響を与えます。 

 医師の確保については、「岩手県医師確

保計画」を策定し、常勤医師全般の確保に

向けて、関係大学への派遣要請や即戦力医

師の招聘、奨学金養成医師の配置調整等に

積極的に取り組んでいるところです。  

特に、確保が困難な小児科の医師につい

ては、産科の医師とともに、当該診療科を

県南広域

振興局 

保健福

祉環境

部 

Ｂ：１ 



おける医師

確保を図る

こと。特に

小児科医に

ついては常

勤医師の確

保を図るこ

と。 

 特に胆江圏域の小児科については、医師の減少や

高齢化などにより、従来の乳幼児集団健診を継続す

ることが難しい状況となっており、平時の受診につ

いても胆江圏域外の医療機関への通院を余儀なくさ

れるなど保護者の負担が増しています。また、胆江

圏域の周産期医療の現状としては、分娩取扱施設が

無くなったことにより、妊婦は市外の地域周産期母

子医療センターに通院せざるを得ない状況となって

いますが、地域周産期母子医療センターにおいて

も、医療スタッフが不足していると言われており、

遠方で出産せざるを得ない妊婦の不安感や精神的、

経済的負担がさらに増大しています。 

 また、医師不足が深刻化する中、医療資源の効率

的な活用と地域医療の安定的な提供体制を確保する

ため、当市では専用車両を利用したオンライン診療

を導入しているが、対面診療と比較して診療報酬が

低いことなどから採算性が見込めず、運行費用等が

事業継続の課題となっています。 

 つきましては、以上を鑑み、次の事項について要

望いたします。 

１ 医師の偏在対策を講じ市内の公立病院における

医師確保を図ること。特に小児科医については常

勤医師の確保を図ること。（継続して常勤医の維

持に努めること。） 

選択した養成医師の義務履行とキャリア形

成の両立を可能とする特例配置を行ってい

るほか、令和５年度からは、市町村医師養

成事業に、産科、小児科、総合診療科に係

る７名の地域枠を設置したところです。こ

れらに加え、産科・小児科の即戦力医師の

招聘等にも引き続き取り組んでいきます。

（Ｂ） 

7月 9日 ３ 地域医療

の充実につい

て 

２ 県立病院などの基幹病院から地域医療を担う市

立病院などへの医師派遣について、長期間におけ

 県では、「岩手県医師確保計画」を策定

し、医師確保の取組を進めており、３つの

奨学金医師養成事業や自治医科大学医師養

県南広域

振興局 

保健福

祉環境

部 

Ｂ：１ 



 ２ 基幹病

院から地域

医療を担う

市立病院な

どへの医師

派遣につい

て、医療現

場のニーズ

に応じた派

遣体制とす

ること。 

る派遣や救急、夜勤対応など、医療現場のニーズ

に応じた派遣体制とすること。 

成事業で養成した医師について、地域の状

況を踏まえて各病院等に配置しており、奨

学金養成医師については、今年度は、国保

まごころ病院の１名を含め、県内すべての

二次保健医療圏の基幹病院等に計 172名を

配置したところです。 

 県立病院から市町村への診療応援につい

ては、地域医療を支える医療機関の支援を

目的に、医師が不在の診療所等で、医師が

充足されるまでの間の暫定的な応援や救急

患者等の措置に伴う緊急の応援などの場合

に市町村からの要請に基づき実施している

ところです。 

 このうち、令和５年度における奥州市へ

の診療応援件数は 253件（前年度比 20件

減）となっています。 

 県立病院においても、大学医局からの医

師の派遣要請や医師の招聘など、医師確保

の取組を行っているところであり、市町村

への診療応援についても、引き続き取り組

んでいきます。（Ｂ） 

7月 9日 ３ 地域医療

の充実につい

て 

 ３ 周産期

母子医療セ

ンターにお

３ 県南医療圏内の周産期母子医療センターにおけ

る医療体制の充実を図るとともに、分娩リスクに応

じた役割分担と胆江圏域の実情を踏まえた妊産婦の

円滑な受け入れを強化すること。 

 県ではこれまで、限られた医療資源のも

とで、安心・安全な周産期医療を提供する

ため、国の指針を踏まえ、県内４つの周産

期医療圏を設定し、周産期母子医療センタ

ー等の医療機関の機能分担と連携の下、分

県南広域
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保健福
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部 
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ける医療体

制の充実及

び分娩リス

クに応じた

役割分担と

胆江圏域の

実情を踏ま

えた妊産婦

の円滑な受

け入れを強

化するこ

と。 

娩リスクに応じた適切な医療提供体制の整

備を進めてきたところです。 

 胆江圏域においては、令和３年度に、圏

域内で唯一分娩を取り扱っていた医療機関

の分娩取扱中止の意向を受け、「岩手中

部・胆江・両磐周産期医療圏連絡会議」を

開催し、妊産婦健診等を実施する地域の診

療所と、分娩を行う医療機関が連携して、

県南周産期医療圏内で安全・安心な出産が

できる環境を確保していくことについて確

認したところです。 

 県としては、引き続き、奨学金制度を活

用して産科医や小児科医の確保に取り組む

とともに、周産期医療情報ネットワーク

「いーはとーぶ」を活用した情報連携によ

る妊娠から産後までの切れ目のない支援

や、健診や分娩に係る通院・宿泊費の助成

など、市町村や医療機関と連携しながら、

安心して妊娠・出産ができる周産期医療の

充実に努めていきます。（Ｂ） 

7月 9日 ３ 地域医療

の充実につい

て 

 ４ 二次保

健医療圏外

の医療施設

で出産する

４ 二次保健医療圏外の医療施設で出産する妊婦に

対する交通費や宿泊費の支援を維持するととも

に、制度を活用する上での利便性の向上を図るこ

と。 

 分娩取扱医療機関の減少を背景に、妊産

婦の通院に係る負担は増大していると考え

られ、この負担軽減が大きな課題となって

います。 

 このことから、県では、令和２年度から

ハイリスク妊産婦が健診又は分娩のために

周産期母子医療センターへ通院若しくは入
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妊婦に対す

る交通費や

宿泊費の支

援を維持す

るととも

に、制度を

活用する上

での利便性

の向上を図

ること。 

院又は近隣の宿泊施設に待機宿泊する際に

要する経費を市町村と連携して支援してお

り、令和５年度からは対象をハイリスク妊

産婦に限らず全ての妊産婦に拡充している

ところです。 

 さらに、令和７年度からは、交通費等の

支援に係る１人当たりの支給上限額を 10万

円に拡充することとしています。 

 制度の利便性の向上については、市町村

における事業実施状況等を踏まえながら検

討していきます。（Ｂ） 

7月 9日 ３ 地域医療

の充実につい

て 

 ５ 妊娠時

の予期でき

ない急変等

に対し、宿

泊施設の確

保、患者搬

送、医療提

供の連携体

制整備を進

めること。 

５ 妊娠時の予期できない急変等に対し、早急かつ

適切に対応するための宿泊施設の確保、患者搬

送、医療提供の連携体制整備を進めること。 

 周産期の救急搬送を円滑に行うため、岩

手医科大学への委託により「周産期救急搬

送コーディネーター事業」を実施している

ほか、胎児の心拍などの情報をリアルタイ

ムで搬送先の病院に送信するモバイル型妊

婦胎児遠隔モニターを各周産期母子医療セ

ンターに導入しているところです。 

 また、情報連携により搬送先での医療提

供の迅速化を図るため、周産期医療情報ネ

ットワーク「いーはとーぶ」の活用を進め

るとともに、搬送を行う消防と受入先の医

療機関との連携強化等を図るため、関係機

関による、周産期の搬送に係る課題につい

て協議・検討する場を設けるなど、より安

全な周産期医療の充実に向けて取り組んで

いきます。 
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 なお、分娩時における宿泊施設の確保に

ついては、患者のニーズを確認しながら、

市町村と一体となって検討していきます。

（Ｂ） 

7月 9日 ３ 地域医療

の充実につい

て 

 ６ オンラ

イン診療の

さらなる活

用を促進さ

せるため、

整備費用だ

けではな

く、ランニ

ングコスト

まで含めた

財政的支援

を講じるこ

と。 

６ 医療の地域格差解消及び医療資源の効率化に資

するオンライン診療のさらなる活用を促進させる

ため、整備費用だけではなく、ランニングコスト

まで含めた財政的支援を講じること。 

 医療ＤＸの進展に伴い、各自治体でデジ

タル田園都市国家構想交付金等を活用して

整備した医療ＭａａＳなどによる遠隔医療

の普及は、無医地区を始めとした医療過疎

地域における医療資源の確保につながるこ

とから、初期導入経費だけでなく、運営経

費に対しても継続的な運営ができるよう、

今後国に対して財政支援を要望していきま

す。（Ｂ） 

県南広域
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7月 9日 ４ ＩＬＣ実

現に向けた取

組について 

 １ ＩＬＣ

について日

本政府が主

導し、国際

 国際協力によって設計開発が推進されている「国

際リニアコライダー（以下、ＩＬＣ）」は、我が国

が標榜する科学技術立国と科学外交の実現、高度な

技術力に基づくものづくりの競争力強化等に繋が

る、我が国の成長戦略に貢献する極めて重要な計画

です。 

国際リニアコライダー（ＩＬＣ）は、我

が国が標榜する科学技術立国の実現など、

成長戦略に貢献する極めて重要な計画であ

り、ＩＬＣの東北への建設は、国際研究都

市の形成や関連産業の集積等が期待されて

おり、世界に開かれた地方創生や東日本大

震災津波からの創造的復興につながること
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的な議論を

推進するな

ど、実現に

向けた取組

を確実に進

めること。 

 現在、ＩＬＣの実現に向けては、昨年７月に高エ

ネルギー加速器研究機構と欧州合同原子核研究機関

との間で次世代加速器の技術開発を国際的に進める

新たな枠組みとなるＩＬＣテクノロジーネットワー

クに関する覚書を締結するとともに、ＩＬＣ国際推

進チームは、政府間協議に向けた環境を醸成するた

め、国際有識者会議を設置しグローバルプロジェク

トとしてのプロセス案の検討を進めている状況にあ

ります。 

 当市では、「第２次奥州市総合計画」において、

ＩＬＣ誘致により生み出される成 果・効果が様々

な分野へ波及して社会に貢献することを期待し、め

ざすべき都市像を実現する２つの戦略プロジェクト

の１つに「ＩＬＣプロジェクト」を掲げ、まちづく

りを進めているところです。 

 ＩＬＣが実現すれば、基礎科学の研究が飛躍的に

発展するとともに、世界最先端の研究を行う人材が

定着し、この地に国際科学技術イノベーション拠点

が形成され、日本が世界に大きく貢献することがで

きるだけでなく、国際協働による取組や運営は、国

家安全保障の向上にもつながります。 

 つきましては、以上に鑑み、次の事項を要望いた

します。 

１ ＩＬＣについて日本政府が主導し、国際的な議

論を推進するなど、実現に向けた取組を確実に進

めること。 

から、これまでもその実現に向けて、県内

はもとより、東北ＩＬＣ推進協議会など多

くの関係団体等と連携しながら東北一丸と

なって様々な活動を推進してきたところで

す。 

 現在、ＩＬＣ国際推進チームにおいて、

国際協働による研究開発や政府間協議に向

けた取組が進められているところであり、

また、国では令和６年２月に内閣府と文部

科学省の「将来の高性能加速器に関する連

絡会」が設置され、情報共有が進められて

いるところです。県ではこうした取組が加

速するよう、令和６年６月の「令和７年度

政府予算等に関する提言・要望」におい

て、国に対し、以下の事項について要望を

行いました。 

 １ 国際協働による加速器の研究開発等

が着実に進むよう必要な予算措置を講

じること 

 ２ 関係省庁が連携して取り組む国家プ

ロジェクトとして位置づけ、政府全体

で誘致を推進すること 

 ３ 日本政府が主導し、国際的な議論を

推進すること 

令和７年度の政府予算案においては、国

際協働による研究開発を継続して推進する

ための予算が盛り込まれたところであり、



今後も関係団体等と連携を図りながら、引

き続き国への働きかけを行うほか、受入環

境の整備やＩＬＣ実現の機運醸成などに取

り組んでいきます。（Ｂ） 

7月 9日 ４ ＩＬＣ実

現に向けた取

組について 

 ２ 受入環

境整備等県

全域の課題

解決に向け

た取組推

進、国内で

のさらなる

機運醸成に

向けた普及

啓発、情報

発信を強化

すること。 

２ 受入環境整備等県全域の課題解決に向けた取組

を強力に推進するほか、県内はもとより国内での

さらなる機運醸成に向けた普及啓発、情報発信を

より一層強化すること。 

 県では、令和元年に策定した「ＩＬＣに

よる地域振興ビジョン」に基づき、外国人

研究者等の受入準備、関連産業の振興や人

材育成等の受入環境整備等に向けた取組を

進めています。 

 また、貴市及び本県を含む関係自治体、

大学等で構成する東北ＩＬＣ事業推進セン

ターにおいても、建設候補地周辺の道路等

社会基盤や生活環境の整備方針など建設に

必要な条件整備等について、実務レベルで

の調査検討等を進めています。 

 また、国内における機運醸成に向けて、

岩手県国際リニアコライダー推進協議会、

東北ＩＬＣ推進協議会など、県内外の推進

団体等と連携し、講演会や県内外のイベン

ト機会を捉えたＰＲ活動等により、ＩＬＣ

の有する多様な意義や価値を広く発信する

など、国民・県民理解の増進に取り組んで

います。 

 今後も引き続き県内市町村をはじめ、県

内外の推進団体等と連携を図りながら、Ｉ

ＬＣの実現に向けた取組を推進していきま

す。（Ｂ） 
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7月 9日 ５ 農地法制

の見直しに伴

う土地利用に

ついて 

 １ 地方自

治体の自主

性の尊重に

ついて農地

法制の見直

しは、地方

分権の経緯

を踏まえ、

地方自治体

の意見を十

分に反映さ

せること。 

 昨年、政府が打ち出した農地法制の見直しについ

ては、農用地の総量確保を目的として、農用地区域

からの除外要件を厳格化するとともに、国等が定め

る面積目標に基づいて判断する仕組みを設けるな

ど、農用地制度における国の関与を強化するもので

あると報じられています。 

 つきましては、公共用地の取得や民間における土

地利用を過度に阻害することのないよう、次のこと

について国に対して働きかけていただくよう要望い

たします。 

１ 地方自治体の自主性の尊重について 農地法制

の見直しは、地方分権の経緯を踏まえ、地方自治

体が自らの責任の下で、地域住民が主体となる土

地利用を合理的に進めつつ、農地の適正な利用を

実現することができる制度となるよう、地方自治

体の意見を十分に反映させること。 

 農地法制の見直しに当たっては、これま

で進められてきた地方分権の経緯を踏まえ

つつ、地方自治法の規定に基づき、国の関

与は必要最小限のものとし、地方公共団体

の自主性及び自立性に配慮すべきと考えま

す。 

 令和６年 1月 10日に全国知事会において

も、地域の実情を踏まえた土地利用や地方

公共団体における主体的な農地の確保等に

ついて緊急要請を行ったところであり、今

後、国の動向を注視していきます。（Ｂ） 
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7月 9日 ５ 農地法制

の見直しに伴

う土地利用に

ついて 

 ２ 除外要

件の厳格化

と地域にお

ける取組に

ついて農用

地区域から

の集団的農

２ 除外要件の厳格化と地域における取組について 

 農用地区域からの集団的農用地の除外に係る要件

を厳格化する措置は、現在、経済産業省所管の地域

未来投資促進法の特例を活用した取組など、産業立

地の際の土地利用転換の迅速化が進められている中

にあって、地方自治体が行う工業団地整備や立地企

業の用地拡張等、地域において進捗している取組を

過度に阻害し、現場に混乱が生じる恐れがあること

から、関係省庁間での調整を踏まえたものとなるよ

う、十分配慮すること。 

 改正法案には、市町村の農業振興地域整

備計画の変更協議における都道府県の同意

基準として、「集団的農用地等の除外に関

し、都道府県の面積目標の達成に支障を及

ぼすおそれがないこと」が追加されたとこ

ろです。 

 また、令和６年１月 10日に全国知事会に

おいて、国による土地利用規制は必要最小

限とするとともに、地域の実情を踏まえた

制度となるよう、国に緊急要請を行ったと

ころです。 
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用地の除外

に係る要件

を厳格化す

る措置は、

関係省庁間

での調整を

踏まえたも

のとなるよ

う、十分配

慮するこ

と。 

 今後、国から運用通知やガイドライン等

が示されることとなっていることから、動

向を注視していきます。（Ｂ） 

7月 9日 ５ 農地法制

の見直しに伴

う土地利用に

ついて 

 ３ 農用地

の面積目標

について国

等が確保す

べき農用地

の面積目標

は、優良な

農用地を確

保及び保全

することを

基本に、地

域ごとの実

３ 農用地の面積目標について 

 国等が確保すべき農用地の面積目標は、優良な農

用地を確保及び保全することを基本としつつ、現在

の農用地の実態や社会情勢を踏まえたものとするこ

と。また、農用地区域の設定や除外と都市計画区域

の用途地域内への編入を適切に調整するなど、地域

ごとの実情に応じた柔軟な対応が可能となるよう十

分配慮すること。 

 今回の改正法案の趣旨は、国の食料及び

農業をめぐる諸情勢の変化に鑑み、国民に

対する食料の安全供給のため、都道府県の

面積目標の達成に支障を及ぼすおそれがな

いこと等を求めるものであり、地域におけ

る農用地の実態や地域の状況に応じた個別

具体的な土地利用を直ちに制限するもので

はないと聞いているところです。 

 農地に関しては、農業生産の基盤となる

農地を良好な状態で維持・保全していくと

ともに、その有効利用を図ることが重要と

考えます。 

 土地利用に係る農用地区域の設定や除外

については、法の趣旨を踏まえつつ、貴市

と連携を図りながら対応していきます。

（Ｂ） 
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情に応じた

柔軟な対応

が可能とな

るよう配慮

すること。 

7月 9日 ６ 県南地域

における新た

な工業高校の

設置について 

 １ 新設校

の設置場

所、校名、

学科構成な

どの検討に

ついて、高

校再編計画

後期計画ど

おり進める

とともに、

地域住民、

関係団体等

に対し迅速

かつ丁寧な

説明を行う

こと。 

 令和３年５月に策定された「新たな県立高等学校

再編計画後期計画」において、水沢工業高校と一関

工業高校の統合による県南地域への大規模な工業高

校が新設されることとなりました。 

 県教育委員会が掲げる「時代に対応した新しい学

びの創設も検討しながら、産業人材のニーズに幅広

く対応できる工業教育の充実」という統合校の設置

理念については、当市及び胆江地区の関係団体にお

いても尊重するものであり、今後、自動車や半導体

を中心とした企業の集積が進む一方、歴史ある伝統

産業が色濃く息づく当地区において、企業のニーズ

に即した未来を拓く人材の育成について、より一層

の推進を期待しているところです。 

 一方、胆江ブロックにおける高校進学時の転入・

転出は、転出が転入を大きく上回る状況が続いてお

り、地元高等学校への進学率を高めることが課題と

なっています。 

 今後、予定される新設校の設置に向けて、校舎の

設置場所、校名、学科構成などの詳細について、外

部有識者等で構成する委員会の設置により検討され

ていくとのことですが、その検討にあたっては、地

 県南地域における工業高校の新設は、盛

岡工業高校、黒沢尻工業高校と並ぶ工業教

育の基幹となる学校の整備を目的としてお

り、学校規模の拡大により、現在設置して

いる学科の特色ある学びを確保するととも

に、時代に対応したＩＴやＩｏＴ、ＡＩ等

に関連する新しい学びの創設も検討しなが

ら、工業教育の充実を図ることとしていま

す。 

 これにより、本県に集積するものづくり

産業等の幅広いニーズへ対応した人材育成

とともに、専門分野の深い学びを希望する

生徒に対して学びの選択肢を確保し、生徒

の多様な進路希望の実現に向けた対応を図

りたいと考えています。 

 新設校については、「新たな県立高等学

校再編計画後期計画（以下「後期計画」と

いう。）において、令和７年度までの「後

期計画期間中に設置場所や統合時期、教育

内容等の検討を進める」こととしておりま

す。 
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域の未来を担う子どもたちの視点を最優先いただき

たいと考えます。 

 つきましては、次の事項について、ご配慮いただ

きますよう要望いたします。 

１ 新設校の設置場所、校名、学科構成などの検討

について、高校再編計画後期計画どおり進めると

ともに、地域住民、関係団体等に対する迅速かつ

丁寧な検討過程の説明を行うこと。 

 今年度は新設学科及び教育内容等の検討

に着手しており、検討を進めるに当たり、

外部有識者及び地域関係者から意見聴取す

るなど、引き続き、地域の産業を支える人

材の育成や、生徒の進路希望を実現できる

教育環境の整備に向けて、慎重に検討して

いきたいと考えています。 

 また、新設校の設置に係る決定事項の公

表に際しては、検討過程の透明性への配慮

にも努めていきたいと考えています。

（Ｂ） 

7月 9日 ６ 県南地域

における新た

な工業高校の

設置について 

 ２ 地元産

業の将来を

担う人材育

成に対応し

た学科構成

とし、通学

の利便性を

重視した設

置場所とす

ること。 

２ 伝承技術から最新技術の習得まで高次元な学習

環境とするなど、地元産業の将来を担う人材育成

に対応した学科構成とするとともに、通学の利便

性を重視した設置場所とすること。 

 県南地域における工業高校の新設は、盛

岡工業高校、黒沢尻工業高校と並ぶ工業教

育の基幹となる学校の整備を目的としてお

り、学校規模の拡大により、現在設置して

いる学科の特色ある学びを確保するととも

に、時代に対応したＩＴやＩｏＴ、ＡＩ等

に関連する新しい学びの創設も検討しなが

ら、工業教育の充実を図ることとしていま

す。 

 これにより、本県に集積するものづくり

産業等の幅広いニーズへ対応した人材育成

とともに、専門分野の深い学びを希望する

生徒に対して学びの選択肢を確保し、生徒

の多様な進路希望の実現に向けた対応を図

りたいと考えています。 
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 県教育委員会としては、新たな工業高校

の立地候補地の選定等に当たり、外部有識

者等の意見等を踏まえながら、胆江・両磐

の両ブロックから通学する生徒の利便性の

確保、地域の産業を支える人材の育成、及

び充実した教育活動ができる環境の整備等

の観点から、慎重に検討していきたいと考

えています。（Ａ） 

7月 9日 ７ ＪＲ東北

本線の利便性

向上について 

 県南地域におけるＪＲ線は、沿線地域住民にとっ

て通勤、通学、通院、買い物などに欠かすことので

きないライフラインであり、県央圏域や仙台圏に通

じる重要な交通手段として幅広い年齢層に利用され

ています。 

 特に盛岡駅・一ノ関駅間の北上川流域地域は、自

動車、半導体分野を核とする産業集積が進んでお

り、今後もこうした傾向は続くものと見込まれ、広

域的な人・モノの交流や人材確保に伴う地元定着の

促進のためにも、東北本線の果たす役割は極めて大

きいと考えます。 

 さらに、コロナ禍を経て、地域経済が徐々に回復

の兆しを見せつつある中において、観光分野におけ

るインバウンド需要の拡大に対する期待は大きく、

世界文化遺産・平泉に加え、昨年、ニューヨーク・

タイムズ紙で盛岡が取り上げられたことから、県央

から県南にかけた地域における観光需要を見据えた

利便性向上が強く望まれるところです。 

 鉄道路線については、地域の意向をダイ

ヤ編成等に反映するとともに、地域のまち

づくりとの連携等を通じ、利用者の利便性

向上と交通結節点としての機能強化を図る

ことが重要であると考えています。 

 また、Ｓｕｉｃａの利用エリアについて

は、仙台～盛岡間を通して利用可能となれ

ば、利便性が大きく向上すると認識してい

るところです。 

 ＪＲ線については、毎年度、市町村等の

ＪＲ線に係る要望を県が取りまとめ、ＪＲ

東日本盛岡支社に対して運行ダイヤの見直

しやＩＣカード（Ｓｕｉｃａ）の導入エリ

アの拡大等を要望しており、今後も地域の

意向が反映されるよう取り組んでいきま

す。（Ｂ） 
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 令和元年 12月に発足した県、県南広域振興局管

内市町及び商工会議所等による「ＪＲ 線県南地域

利用促進協議会」でも、この地域において更なる産

業集積と人材の育成・確保を図り、観光需要に応え

るためには、まずＪＲ東北本線の利便性向上が必要

であると考えます。 

 つきましては、以上を鑑み、次の事項について、

関係者が一体となってＪＲ東日本に働き掛けていた

だきますよう要望いたします。 

１ ＪＲ東北本線の北上駅から一ノ関駅まで、朝夕

の通勤・通学時間帯の運行本数を増加すること 

２ 交通系ＩＣカードＳｕｉｃａについて、ＪＲ東

北本線盛岡駅から一ノ関駅までの未導入駅に早期

導入するとともに、盛岡エリア・仙台エリアにま

たがる区間乗車において、相互利用できるよう整

備すること。 

7月 9日 ８ 北上金ケ

崎パシフィッ

クルート整備

について 

 江刺中核工業団地、北上南部工業団地、岩手中部

工業団地を有する奥州・北上・金ケ崎地域は、自動

車関連産業や半導体産業等の集積が進んでおり、そ

れを支える多くの部品工場のほか、食品、製紙会社

など、港湾利用が想定される企業が多数進出してい

ることから、今後の港湾・物流戦略においても釜石

港及び大船渡港など太平洋側に向かうルートの充実

が求められています。 

 また、奥州市江刺地域と金ケ崎町を結ぶ一般県道

江刺金ケ崎線金ケ崎橋は、生活、産業、経済に重要

な役割を果たしていますが、現在の金ケ崎橋は、昭

 港湾の更なる利用促進や産業振興のため

には、インターチェンジへのアクセス向上

が重要であると認識しており、東北横断自

動車道釜石花巻間の全線開通後の物流の変

化や周辺の開発動向、要望区間の交通状況

などを見極めながら、北上・金ケ崎地域か

ら江刺田瀬インターチェンジへのアクセス

の在り方について検討していきます。

（Ｃ） 
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和 36年の供用開始以来 60年以上が経過し、老朽化

が進んでおり、幅員も狭く歩道も無いことから、大

型車両のすれ違いや、歩行者や自転車の通行が極め

て危険な状態です。 

 このことから、（仮称）新金ケ崎大橋の新設、所

要時間短縮のためのバイパス整備や狭小区間の拡幅

等を行い、釜石港及び大船渡港等の太平洋側への物

流を支える産業拠点道路としての機能向上を図るこ

とについて要望いたします。 

 なお、令和４年度に「北上金ケ崎パシフィックル

ート整備促進期成同盟会」を設立しており、関係自

治体及び民間団体と連携のもと、事業化に向けた要

望活動を展開してまいります。 

7月 9日 ９ 東北横断

自動車道釜石

秋田線北上Ｊ

ＣＴ江刺田瀬

ＩＣ間直線化

整備について 

 東北横断自動車道釜石秋田線は、平成 31年３月

に全線開通し、太平洋側と日本海の人流、物流を担

う社会基盤して重要性が高まっています。 

 近年、北上市以南の岩手県内陸南部地域には、北

東北３県を配送エリアとした物流企業の進出が続い

ているほか、東北横断自動車道釜石秋田線の沿線地

域では新たな企業立地や工場の増設が続き、企業活

動が一層活性化しています。 

 しかしながら、当該路線は北上ＪＣＴから花巻Ｊ

ＣＴまで大きく迂回するルートのため、秋田及び仙

台方面から釜石方面に向かう際に移動時間のロスが

生じており、釜石港や大船渡港発着のコンテナ輸送

の大きな課題となっています。北上ＪＣＴから江刺

田瀬ＩＣ間を直線的に接続することで、走行距離が

 東北横断自動車道釜石秋田線のうち江刺

田瀬ＩＣから花巻ＪＣＴまでの区間は、現

在、暫定２車線となっていますが、都市計

画決定や用地取得は４車線幅で行われ、一

部の構造物は４車線を前提に完成している

ことから、今後見込まれる４車線化事業と

要望ルートの関係を整理する必要がありま

す。 

また、県では国道 107号の整備を進めて

きており、同盟会が考える新たな高規格道

路を整備する必要性や重要性について慎重

に検証する必要があることから、まずは、

物流の変化や周辺の開発動向、交通状況な

どを注視していきます。（Ｃ） 
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大きく短縮され、円滑な物流ルートの確保や広域観

光の拡大などの効果が期待できます。 

 このことから、令和４年度に「東北横断自動車道

釜石秋田線北上ＪＣＴ江刺田瀬ＩＣ間整備促進期成

同盟会」を設立しており、関係自治体及び民間団体

と連携のもと、事業化に向けた要望活動を展開して

いるところです。 

 つきましては、今後、事業化を推進するため、岩

手県新広域道路交通ビジョン及び岩手県新広域道路

交通計画（広域道路ネットワーク）への位置付けに

ついて要望いたします。 

7月 9日 10 「ひらい

ずみ遺産」の

取組について 

 「平泉の文化遺産」は、平成 23年に中心的な５

資産が世界遺産に登録されました。 

 世界遺産登録資産候補であった平泉町・一関市・

奥州市に所在する５資産については、拡張登録を目

指すという関係県市町の合意のもとに、平成 23年

から関係県市町と取組を 進めて参りましたが、令

和５年８月の関係者会議において柳之御所遺跡を追

加する推薦書を作成すること、全 10資産を「ひら

いずみ遺産」として保存管理や調査研究など一体的

な取組を進めることを申し合わせたところです。 

 「ひらいずみ遺産」の取組は、平泉町・一関市・

奥州市の２市１町にまたがるものであることから、

より一層のご指導、ご支援について要望いたしま

す。 

 「ひらいずみ遺産」については、令和５

年８月の県と関係３市町の申合せに基づき

取組を進めることとしています。 

 県としては、関係市町が実施する保存管

理や調査研究などの取組への支援を行って

いくとともに、同年 11月に施行した「ひら

いずみ遺産」保存活用推進要綱に基づき、

「ひらいずみ遺産」に係る一体的な保存管

理、調査研究、活用及び発信や、文化観光

の取組を引き続き推進していきます。

（Ｂ） 
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7月 9日 11 工業団地

整備への総合

 市内では、令和元年度に整備済の工業団地用地が

完売となり、市直営で整備中の新工業団地「江刺フ

 北上川流域においては、自動車・半導体

関連産業を中心に産業集積が進んでおり、

県南広域

振興局 

経営企

画部 

Ｂ：１ 



的な支援につ

いて 

ロンティアパークⅡ」についても予約段階ですべて

埋まるなど、半導体関連産業や物流業等を中心に産

業用地需要が高まっています。 

 また、国家安全保障の観点や円安基調を受けて、

製造業は国内回帰の動きが強まる中、当市にも比較

的大きい規模の産業用地に関する問い合わせが寄せ

られており、当面は岩 手県南地区での産業用地需

要は続くものと捉えています。 

 このような中、市では昨年度に次期工業団地の候

補地調査を行い、整備に向けた検討を進めています

が、予算面、人員面（技師等）、ノウハウ面等にお

いてさまざまな課題が顕在化しています。 

 つきましては、市が行う工業団地整備への財政支

援を含む総合的な支援について特段のご高配をお願

いするとともに、県による主体的な工業団地整備実

施についてもご検討いただきたく、また、上記のよ

うに民間による投資の機運が高まっているこの時機

を捉え、県有財産の柔軟な利活用推進についても、

あわせて特段のご高配を賜りますようよろしくお願

いいたします。 

今後も更なる集積が見込まれる中、工業団

地が不足している状況は、県としても認識

しているところです。 

 県では、市町村において工業団地整備が

円滑に行われるよう必要な支援を行ってい

るほか、工業団地の整備には多額の費用を

要することから、国に対して、工業団地の

整備に対する支援の継続と拡充を要望して

いるところであり、引き続き、国に働きか

けていきます。 

 なお、工業団地の整備については、企業

誘致と同様に、市町村の意向が尊重される

べきとの考えから、現在は県が主体となっ

た工業団地の整備を実施しておりません。 

 また、県有財産の利活用について具体的

な事例が生じた場合には、関係室課との調

整など、連携して取り組んでいきます。

（Ｂ） 

7月 9日 12 工業用水

に係る補助、

助成制度の創

設について 

 市では、企業誘致の積極的な推進を図るととも

に、企業が継続して安定的に操業できるよう様々な

支援施策やフォローアップの充実に努めているとこ

ろです。 

 企業誘致に関しては、製造業の国内回帰の流れを

受け、岩手県と宮城県での自治体間競争が年々厳し

くなっていることから、初期投資に対する支援策の

 更なる産業の集積や雇用創出による地域

経済の活性化を図る上で、企業誘致の果た

す役割は極めて大きく、用水の供給を含め

基盤整備の重要性については県としても認

識しているところです。 

 上水道等を活用する企業に対する助成

は、企業誘致のインセンティブとして一定

県南広域

振興局 

経営企

画部 

Ｄ：１ 



ほか、誘致後の支援策の充実も重要になっていま

す。 

 また、既立地企業への支援に関しても、域外への

企業の移転を留めるため、企業が継続して操業する

ための条件整備が重要であり、特にも良質な水を大

量に必要とし、国家安全保障上も重要産業に位置づ

けられている半導体関連企業については、工業用水

の安定的な供給が必須の要素となっています。 

 現在、北上市や金ケ崎町の工業団地においては、

岩手県企業局により、安価で良質な北上中部工業用

水道が供給され、同地に立地する企業にとって大き

なメリットとなっており、隣接する当市内工業団地

への県営工業用水の供給拡大が強く望まれていると

ころですが、膨大な整備費の予算が必要となること

から、その早急な実現は難しいものと思量されま

す。 

 このような中で、当市では独自の工業用水補給金

制度を設け、一定の条件を満たす市内企業に対して

は県工業用水道料金と市水道料金の差額の一部を補

助しています。 

 つきましては、今後半導体関連産業の県南地区へ

のさらなる集積が見込まれていることを踏まえ、県

営工業用水の供給区域の拡大が実現するまでの間、

一定の条件を満たす企業に対し県営工業用水道事業

と同様の条件で用水を受給できるような工業用水補

助制度若しくは補給金制度に対する支援策の創設に

ついて、特段の御高配をお願いいたします。 

の効果が期待されることから、県内では上

下水道等を利用している企業に対し、貴市

と同様の補助制度を設けている市町村もあ

ると認識しているところですが、限られた

財源の中で全県をカバーする支援制度を設

けることは難しいものと考えています。 

 また、県では、工業団地等の整備には多

額の費用を要することから、国に対して、

工業団地の整備に対する支援の継続と拡充

等を要望しているところであり、引き続

き、国に働きかけていきます。 

 県としては、人材や電力の確保、カーボ

ンニュートラルへの対応など、企業活動を

行う上での様々な課題について関係室課と

連携を図りながら全県的な視点で支援して

いきます。（Ｄ） 



7月 9日 13 一般県道

玉里梁川線の

バイパス整備

促進について 

 釜石自動車道江刺田瀬ＩＣや国道 107号梁川口内

トンネルの開通に伴い、一般県道玉里梁川線の交通

量が増加していますが、江刺地域へ通じる梁川舘下

地内は一車線と幅員が狭く、歩行スペースも十分に

確保されていないことから、歩行者を巻き込んだ事

故も危惧されています。 

 このことから、国道 107号から一般県道玉里梁川

線へ接続する新規道路（バイパス）の整備を要望し

ておりましたが、平成 31年３月に策定された岩手

県道路事業実施計画に搭載していただきまして誠に

感謝申し上げます。 

 つきましては、一般県道玉里梁川線のバイパス整

備について早期の開通となるよう要望いたします。 

一般県道玉里梁川線のバイパス整備につ

いては、令和元年度に「梁川工区」として

事業化し、令和６年度は用地補償、環境調

査、工事を進めてきたところです。今後と

も地域の御協力をいただきながら、整備推

進に努めていきます。（Ａ） 

県南広域

振興局 

土木部 Ａ:１ 

7月 9日 14 県管理河

川の河道整備

について 

 １ 人首川 

 市内の岩手県管理河川については、築堤、護岸工

事等により河道の整備が図られてきたところです

が、年月の経過による河床への土砂等の堆積及び草

木の繁茂が各所に見られています。 

 平成 28年８月の台風 10号による災害や、令和元

年 10月の台風 19号の集中豪雨による洪水や土砂崩

れなど、異常気象ともいえる豪雨災害が全国各地で

頻発しており、また、当市においても平成 30年３

月に大雨と融雪による洪水で避難勧告を発するに至

った事例が発生するなど、住民の不安は募る一方と

なっています。 

 このことから、県管理河川の出水時の防災対策と

して浚渫、草木の撤去等河道の整備について要望い

たします。 

 人首川については、平成 25年度から令和

２年度まで玉里大橋の上下流部などにおい

て堆積土砂の撤去、令和４年度からは次丸

大橋下流において河川改修工事と併せて堆

積土砂の撤去を実施したところです。今年

度は前田町地区において河道掘削を実施し

たところです。 

 今後も河川の浚渫及び立木等の撤去につ

いては、河川巡視等により管内河川の状況

把握をし、適切な河川の維持管理に努めて

いきます。（Ａ） 

県南広域

振興局 

土木部 Ａ:１ 



 特にも、次の箇所の整備を推進されますよう要望

いたします。 

１ 人首川 

7月 9日 14 県管理河

川の河道整備

について 

 ２ 伊手川 

 特にも、次の箇所の整備を推進されますよう要望

いたします。 

２ 伊手川 

 伊手川については、平成 25年度から令和

２年度まで熊川頭首工下流部の支障木伐

採、熊川橋下流部などの堆積土砂撤去を実

施したところです。令和４年度は若神子橋

下流の堆積土砂撤去を実施したところで

す。 

 今後も河川の浚渫及び立木等の撤去につ

いては、河川巡視等により管内河川の状況

把握をし、適切な河川の維持管理に努めて

いきます。（Ａ） 

県南広域

振興局 

土木部 Ａ:１ 

7月 9日 14 県管理河

川の河道整備

について 

 ３ 広瀬川 

 特にも、次の箇所の整備を推進されますよう要望

いたします。 

３ 広瀬川 

 広瀬川については、令和３年度に藤渡戸

地区で河川改良に併せて堆積土砂撤去を実

施したところであり、令和５年度は長根地

区で河道掘削を実施したところです。今年

度は菖蒲沢地区において河道掘削を実施し

たところです。 

 今後も河川の浚渫及び立木等の撤去につ

いては、河川巡視等により管内河川の状況

把握をし、適切な河川の維持管理に努めて

いきます。（Ａ） 

県南広域

振興局 

土木部 Ａ:１ 

7月 9日 14 県管理河

川の河道整備

について 

 ４ 岩堰川 

 特にも、次の箇所の整備を推進されますよう要望

いたします。 

４ 岩堰川 

 岩堰川については、令和２年度、目呂木

橋付近で立木等の除去を実施したところで

す。 

県南広域

振興局 

土木部 Ａ:１ 



 今後も河川の浚渫及び立木等の撤去につ

いては、河川巡視等により管内河川の状況

把握をし、適切な河川の維持管理に努めて

いきます。（Ａ） 

7月 9日 14 県管理河

川の河道整備

について 

 ５ 白鳥川 

 特にも、次の箇所の整備を推進されますよう要望

いたします。 

５ 白鳥川 

 白鳥川については令和２年度までに、櫓

前橋下流から前野橋までの堆積土砂撤去を

実施したところであり、令和５年度は櫓前

地区で河道掘削を実施したところです。 

 今後も、河川の浚渫及び立木等の撤去に

ついては、河川巡視等により管内河川の状

況把握をし、適切な河川の維持管理に努め

ていきます。（Ａ） 

県南広域

振興局 

土木部 Ａ:１ 

7月 9日 14 県管理河

川の河道整備

について 

 ６ 衣川 

 特にも、次の箇所の整備を推進されますよう要望

いたします。 

６ 衣川 

 衣川については、平成 26,27年度に南又

川合流点上流の堆積土砂及び支障木の伐採

を実施したところです。 

 今後も、河川の浚渫及び立木等の撤去に

ついては、河川巡視等により管内河川の状

況把握をし、適切な河川の維持管理に努め

ていきます。（Ａ） 

県南広域

振興局 

土木部 Ａ:１ 

7月 9日 15 小中学校

の諸課題に対

応する教員等

専門職の配置

及び増員につ

いて 

 １ 小学校

専科教員

 市における学校教育は、児童生徒の確かな学力の

保障、不登校・いじめの防止、特別支援教育の充実

を重要な柱に掲げています。 

 確かな学力の保障においては、英語の指導を得意

とする英語専科教員の配置によって、外国語による

コミュニケーション、ＡＬＴの効果的な関わり、教

員の負担軽減と他教科指導や校内研等の充実が図ら

れています。特別な支援を要する児童生徒やその保

 英語専科加配は、平成 30年度から、小学

校英語教育の充実を目指し、小学校英語の

専科教員を配置するものです。 

 今年度、奥州市には、加配定数を活用し

て、昨年度と同数の４人の専科教員を８校

に配置しています。 

 英語専科教員の国の配置基準は、「英語

の免許状を有する者」等で「週 24時間以上

県南広域

振興局 

経営企

画部 

Ｂ：１ 



（英語・教

科担任）の

配置の基準

緩和と増員 

護者等からのニーズも増加しているところでありま

す。また、スクールサポートスタッフによる一般事

務補助等により、教師の本務の一つである児童生徒

への指導や教材研究等に注 力できる環境も整備さ

れてきています。 

 不登校・いじめの防止においては、心の悩みに寄

り添った細やかなカウンセリングと教職員への指導

や助言ができるスクールカウンセラー、学校不適応

や指導上の問題解決に専門的な知識をもって家庭や

関係機関を繋ぐスクールソーシャルワーカーが、そ

れぞれ力を発揮し問題の解決に大きく寄与していた

だいています。しかし、スクールソーシャルワーカ

ーは市内に１名のみの配置となっており、更なる支

援の充実のために複数名の配置が必要なところで

す。 

 特別支援教育の充実においては、年々増加する特

別支援学級、加えて通常学級でも特別に支援が必要

となる児童生徒が年々増加している中、個々への細

やかな対応を可能とし、学習に集中できる落ち着い

た環境を構築するための特別支援教育に係る非常勤

講師と通級指導加配が大きな効果を生んでいます。 

 つきましては、次のとおり小中学校の諸課題に対

応する教員等専門職の配置及び増員をしていただく

ことで、指導の質を担保しつつ、より充実した学校

教育の実現と複雑化する教育現場の問題解決つなが

るものと考えます。当市としても、教育的諸課題に

対する一層の改善に向けた目標を設定しつつ、学校

の指導を担当すること」と定められてお

り、県教育委員会では、この基準に従って

配置しているところですが、１つの学校に

おいて基準を満たさない場合でも、複数の

学校を兼務することで基準を満たす場合に

は、英語専科教員を配置することが可能で

す。 

 教科担任専科指導については、加配定数

を活用して今年度、奥州市に 10人配置して

います。週 20時間程度、小学校高学年の対

象教科（算数、理科、体育）を担当するも

のと定められておりますが、持ちコマ数に

余裕がある場合には３・４年生や他教科の

指導、複数校での兼務も可能です。  

専科教員に係る国の配置基準の動向を注

視しつつ、効果的な活用方法の周知に努め

ていきます。 

 今後も、質の高い授業の実施と担任の負

担軽減のために、市町村の要望を踏まえな

がら専科教員の配置に努めていきます。

（Ｂ） 



の支援に取り組む所存でありますので、地方財政措

置の目的的な活用の面からも、配置及び増員につい

て要望いたします。 

１ 小学校専科教員（英語・教科担任）の配置の基

準緩和と増員 

7月 9日 15 小中学校

の諸課題に対

応する教員等

専門職の配置

及び増員につ

いて 

 ２ 特別支

援教育及び

通級指導に

係る加配の

増員 

２ 特別支援教育及び通級指導に係る加配の増員  特別支援教育加配及び通級指導加配は、

特別支援教育の充実を目指し、配置するも

のです。 

 奥州市には、国の加配定数を活用して、

小学校７校に９人と中学校２校に２人、合

わせて９校に 11人を、ことばやきこえ、Ｌ

Ｄ等の通級指導加配として措置していま

す。 

 さらに、県の加配定数を活用して、小学

校５校と中学校２校、合わせて７校に７人

を、特別支援教育加配として再任用教諭又

は非常勤講師を措置しているところです。 

 児童生徒への教育支援は、多様化の傾向

を示しているところであり、学校の実態を

踏まえつつ、市町村教育委員会と連携しな

がら必要な人員の配置に努めていきます。

（Ｂ） 

県南広域

振興局 

経営企

画部 

Ｂ：１ 

7月 9日 15 小中学校

の諸課題に対

応する教員等

専門職の配置

３ スクールカウンセラーの配置の増員  スクールカウンセラーについては、文部

科学省の方針を踏まえ、児童生徒の現状を

把握しながら、全県的に中長期を見据えた

支援と地域のニーズに合わせた配置に努め

ています。 

県南広域

振興局 

経営企

画部 

Ｂ：１ 



及び増員につ

いて 

 ３ スクー

ルカウンセ

ラーの配置

の増員 

 令和６年度は、県南教育事務所に、教育

事務所管内を統括するエリア型カウンセラ

ー２名を配置し、教育事務所の指導主事や

在学青少年指導員、エリア型スクールソー

シャルワーカーと情報共有するなど、教育

相談体制の充実を図っているところです。 

 今後も、国に対して「緊急スクールカウ

ンセラー等活用事業」等による支援を継続

して要望するとともに、各学校における教

育相談体制の充実を目指し、人的配置の充

実に努めていきます。（Ｂ） 

7月 9日 15 小中学校

の諸課題に対

応する教員等

専門職の配置

及び増員につ

いて 

 ４ スクー

ルソーシャ

ルワーカー

の配置の増

員 

４ スクールソーシャルワーカーの配置の増員  スクールソーシャルワーカーについて

は、文部科学省の方針を踏まえ、児童生徒

の現状を把握しながら、全県的に中長期を

見据えた支援と地域のニーズに合わせた配

置に努めています。 

 令和６年度は、県南教育事務所に、教育

事務所管内を統括するエリア型スクールソ

ーシャルワーカー１名と、訪問型スクール

ソーシャルワーカー１名の計２名を配置

し、教育事務所の指導主事や在学青少年指

導員、エリア型カウンセラーと情報共有す

るなど、教育相談体制の充実を図っている

ところです。 

 今後も、国に対して「緊急スクールカウ

ンセラー等活用事業」等による支援を継続

して要望するとともに、各学校における教

県南広域

振興局 

経営企

画部 

Ｂ：１ 



育相談体制の充実を目指し、人的配置の充

実に努めていきます。（Ｂ） 

7月 9日 15 小中学校

の諸課題に対

応する教員等

専門職の配置

及び増員につ

いて 

 ５ 養護教

諭の複数配

置の継続 

５ 養護教諭の複数配置の継続  養護教諭の配置については、令和６年度

において、奥州市内では国の複数配置の基

準（児童数 851人以上の小学校、生徒数

801人以上の中学校）を満たしている学校

はありませんが、児童生徒の心身の健康問

題等にきめ細かく対応できるよう、中学校

１校に養護教諭を複数配置しています。 

 今後も、国に対し、新たな定数改善計画

の策定を早期に行うよう引き続き要望を継

続するとともに、学校の状況等を把握しな

がら、複数配置が必要な学校へ加配措置が

できるよう要望していきます。（Ｂ） 

県南広域

振興局 

経営企

画部 

Ｂ：１ 

7月 9日 15 小中学校

の諸課題に対

応する教員等

専門職の配置

及び増員につ

いて 

 ６ スクー

ルサポート

スタッフの

配置の増員 

６ スクールサポートスタッフの配置の増員  スクールサポートスタッフについては、

教員の事務作業をサポートするため、12学

級以上の中規模以上の小中学校の中から、

市町村教育委員会の意見を踏まえて配置校

を決定しているところであり、奥州市につ

いては、令和６年度、４校に４人を配置し

たところです。 

 令和７年度以降の配置については、引き

続き、国の補助事業を最大限活用し、ま

た、国に対して必要な財源措置を要望しな

がら、適正配置に取り組んでいきます。

（Ｂ） 

県南広域

振興局 

経営企

画部 

Ｂ：１ 

7月 9日 16 地方財政  人々の価値観やライフスタイルが変化し、市民の  合併市町村特有の財政運営上の課題に対 県南広域 経 営 企 Ｂ：１ 



基盤の充実強

化について 

 １ 令和８ 

 年度までと

なっている

公共施設等

適正管理推

進事業債の

延長と合併

市町村に対

する交付税

措置率増加

への支援を

講 ず る こ

と。 

ニーズも高度化、多様化する中、地方自治体において

は、市町村合併によるスケールメリットを活かし、事

務事業の見直しや職員数の削減などの行財政改革を

進めることで、これらの行政需要に対応してきまし

た。 

 当市においても、財政がひっ迫する中、６つの財政

健全化重点項目を掲げ、収支均衡を目指した取組を

進めてきたところです。 

 しかしながら、人口減少、生産年齢人口の減少に相

まって更に高齢化が進み、地域経済の規模縮小が見

込まれている中において、老朽化した公共施設の適

切な管理に係る修繕・改修費等の大幅な増加や、脱炭

素化への対応等からも、行政サービスの維持が困難

となることが予想され、今後も持続的に行政サービ

スを提供していくためには、安定的な財源の確保が

不可欠となっています。 

 合併特例債の発行期限は、東日本大震災の被災地

市町村は合併後 25年間（当市は令和 12年度）まで

延長されていますが、学校等施設の統廃合や近年の

物価高騰などの影響も あり、期間内で上限額に達す

る見込みとなっています。合併市町村に特有の現象

である、類似施設が各地域に残っている状態は当市

においても例外ではありません。 

 また、地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）は、

平成 28年度に創設され、令和２年度税制改正により、

適用期限が令和６年度まで延長されたところです。

地方自治体財政への寄与度も高く、新規事業を行う

しては、これまでも合併特例債のほか、普通

交付税の合併算定替などの財政措置が行わ

れてきたところですが、今後も合併特例債の

活用状況やその他財政措置の動向等を勘案

しながら必要な対応を検討するとともに、国

に対し、地域の実情に応じた財政需要を地方

財政計画に適切に反映するよう働きかけて

いきます。 

 また、公共施設等適正管理推進事業につい

ても、令和６年６月７日の国に対する「令和

７年度政府予算提言・要望」において、期間

の延長や財政措置の拡充を要望してきたと

ころであり、今後とも、関係団体と連携し、

市町村の安定財源の確保に向け、国に対し必

要な働きかけを行っていきます。（Ｂ） 

振興局 画部 



にあたって、重要な役割を担っています。 

 つきましては、次のことを国に対して働き掛けて

いただきますよう要望いたします。 

１ 令和８年度までとなっている公共施設等適正管 

理推進事業債の延長と合併市町村に対する交付税

措置率増加への支援を講ずること。 

7月 9日 16 地方財政

基盤の充実強

化について 

 ２ 地球温 

 暖化対策計

画の地域脱

炭素の集中

期間に合わ

せる形で令

和７年度ま

でとなって

いる脱炭素

化推進事業

債の延長と

合併市町村

に対する交

付税措置率

増加への支

援を講ずる

こと。 

２ 地球温暖化対策計画の地域脱炭素の集中期間に 

合わせる形で令和７年度までとなっている脱炭素

化推進事業債の延長と合併市町村に対する交付税

措置率増加への支援を講ずること。 

 脱炭素化推進事業についても、令和６年６

月７日の国に対する「令和７年度政府予算提

言・要望」等において、期間の延長や財政措

置の拡充を要望してきたところであり、今後

とも、関係団体と連携し、市町村の安定財源

の確保に向け、国に対し必要な働きかけを行

っていきます。（Ｂ） 

県南広域

振興局 

経 営 企

画部 

Ｂ：１ 

7月 9日 16 地方財政 ３ 地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）の税制  地方創生応援税制（企業版ふるさと納税） 県南広域 経 営 企 Ａ：１ 



基盤の充実強

化について 

 ３ 地方創 

 生応援税制

（企業版ふ

る さ と 納

税）の税制

特例措置に

ついて、適

用期間の延

長を実施す

ること。 

特例措置について、適用期間の延長を実施するこ

と。 

は、令和２年度の制度改正において、税額控

除割合の引き上げ、地域再生計画に記載する

事業の大括り化による手続の簡素化などの

拡充が行われ、寄附件数及び寄附額が伸びて

いる状況にありますが、官民協働による地方

創生の充実・強化に向けた重要な施策となっ

ていることから、県では、令和６年６月７日

の国に対する「令和７年度政府予算提言・要

望」において、令和６年度までとなっている

制度の適用期限の令和７年度以降への延長

及び制度の自由度の拡大等について要望を

行ったところです。 

国では、令和７年度税制改正大綱におい

て、制度の適用期限を３年延長するとされた

ところです。（Ａ） 

振興局 画部 

7月 9日 17 水田活用

の直接支払交

付金の制度安

定化と予算確

保について 

 食料安全保障の確立のため、政府は、食料・農業・

農村基本法の一部改正法に基づき、農業の持続的な

発展を基本理念に経営基盤を強化することとしてい

ます。 

 農作物の国産化を図り、地域の特色ある産地化を

支援する水田活用の直接支払交付金は、農業を取り

巻く環境が深刻になっているなか、その役割は非常

に大きいものとなっています。しかしながら、同交付

金の予算は作付転換が全国的に進んでいるにもかか

わらず、ここ数年ほぼ横ばいとなっており、また、交

付対象水田の要件として５年間のうちに一度も水張

りをしない農地は交付対象とならないなど、制度が

 県では、国に対して、水田活用の直接支払

交付金について、農業者が安心して転換作物

の生産に取組むことができるよう、恒久的な

制度にするとともに、必要な予算を十分に措

置するよう要望しているところです。 

今般、国は、水田政策について令和９年度

から根本的に見直す方針を示したことから、

県では、国の動向を注視しながら、地域の実

情を十分に踏まえ、農業者が将来にわたって

安心して営農に取り組むことができる制度

となるよう国に働きかけていきます。（Ｂ） 

県南広域

振興局 

農政部 Ｂ：１ 



厳格化されています。 

 本市では、同交付金を活用しながら、麦・大豆等へ

の作付転換を進め、転換作物の畑地化を推進してい

るところですが、燃料や生産資材等の高騰により厳

しい経営状況となっており、これが担い手不足を加

速させる恐れがあります。また、５年水張りルールに

ついては、市農業再生協議会において方針を決定し

対応をしているところですが、５年を超える間隔で

ブロックローテーションに取り組む作物について

は、いまだ具体策が示されていません。 

 つきましては、経営基盤を強化することで農業を

持続し、ひいては食料の安定供給のため、同交付金に

ついて、生産者に寄り添った安定的な支援制度とし、

予算を十分に確保していただくよう要望いたしま

す。 

7月 9日 18 校舎改築

に係る国庫補

助の新設等に

ついて 

 当市では建築後 50年を経過する学校施設が多数あ

り、設備の老朽化も著しいことから改築を検討して

いるところですが、過去に耐震補強工事を進めてき

た結果、交付金メニューのひとつでもある危険改築

等の要件に該当せず、学校統合や教室不足の解消も

伴わないことから負担金の要件も満たさないものと

なっています。 

 しかし、当該学校施設は古い規格で建築されてい

たり、増築を重ねたことにより歪で使い勝手の悪い

配置となっている施設であったりすることから、長

寿命化改良にも適さず、抜本的な改築が必要となっ

ています。 

 学校施設の多くは、児童生徒数の急増期に

整備されており、老朽化が進む中で改築・改

修の時期を迎え、施設整備の需要が増大して

います。地域の実情等を踏まえつつ、安全を

確保し、質の高い教育活動を支えられるよ

う、必要な財源の確保は引き続き重要な課題

となっています。 

 このような状況を踏まえ、公立学校施設整

備に関する予算について、国に対し要望して

いるところであり、今後とも全国の都道府県

と連携し国に要望するなど、様々な機会を捉

えて働きかけを行っていきます。（Ａ） 

県南広域

振興局 

経 営 企

画部 

Ａ：１ 



 つきましては、国の方針が改築から長寿命化へシ

フトしてきていることについては理解するところで

すが、20 年毎の大規模改修を行うことで改築サイク

ルを 80年にしようとなったのは十数年前のことであ

り、それまでに大規模改修を行っておらず長寿命化

改良にも適さない学校施設の改築には自治体の負担

も非常に大きいことから、国庫補助の新設または要

件の見直しについて、国に対して引き続き働きかけ

ていただきますよう要望いたします。 

７月９日 19 過疎地域

に対する支援

の継続につい

て 

 １ 過疎対

策事業債ソ

フト分の配

分 額 の 増

額、対象事

業の拡充に

ついて国へ

強く働きか

けること。 

 令和３年４月１日に施行された過疎地域の持続的

発展の支援に関する特別措置法により、当市では江

刺及び衣川地域が一部過疎地域の指定を受けていま

す。 

 両地域においては、これまでも過疎対策事業債の

活用等により、道路橋梁整備や小中学校校舎などの

教育施設整備事業、公共交通の確保や観光施設整備

等の事業を実施し、地域振興を図ってきたところで

すが、持続可能な地域の形成に向け、総合的かつ計画

的な対策を実施するためには、ソフト事業の充実を

図る必要があります。 

 しかしながら、過疎対策事業債のうちソフト事業

に係る配分額が十分ではなく、新たに事業を行うこ

とはもとより、事業を継続して行うことが難しい状

況にあります。加えて、衣川地域においては、合併か

ら 15年が経過し特例がなくなったことにより、配分

額が令和３年度と比較して大幅に減額されていま

す。 

 県では、これまで北海道東北地方知事会や

全国過疎連盟等を通じ、過疎地域の持続的な

発展に向けた事業が円滑に実施できるよう、

過疎対策事業債の増額やソフト分の限度額

引上げを始め、各種財政措置の維持・拡充等

について要望しているところであり、国の令

和７６年度地方債計画において、過疎対策事

業債は、前年度比 200億円増の 5,900億円が

計上されているところです。 

 引き続き、各市町村の過疎対策事業債の要

望状況等を踏まえながら、各市町村の取組が

円滑に実施できるよう調整を図るとともに、

全県の配分額の確保について、関係団体と連

携し、国に必要な働きかけを行っていきま

す。（Ｂ） 

県南広域

振興局 

経 営 企

画部 

Ｂ：１ 



 また、地方税の課税免除等に伴う特別措置につい

ては、過疎地域への企業誘致、産業振興の促進に寄与

する必要な支援でありますが、令和８年度までの時

限的な制度となっているところです。 つきまして

は、今後も持続可能な地域の形成に向けて、総合的か

つ計画的な対策を行うことができるよう、次のこと

に配慮いただくとともに、国に対して働きかけてい

ただきますよう要望いたします。 

１ 過疎対策事業債ソフト分の配分額の増額、対象

事業の拡充について国へ強く働きかけること。 

７月９日 19 過疎地域

に対する支援

の継続につい

て 

 ２ 過疎地 

 域において

必要な事業

を円滑に実

施できるよ

う、過疎対

策事業債及

び各種支援

制 度 の 維

持・拡充を

図ること。 

２ 過疎地域において必要な事業を円滑に実施でき

るよう、過疎対策事業債及び各種支援制度の維持・

拡充を図ること。 

 県では、これまで北海道東北地方知事会や

全国過疎連盟等を通じ、過疎地域の持続的な

発展に向けた事業が円滑に実施できるよう、

過疎対策事業債の増額やソフト分の限度額

引上げを始め、各種財政措置の維持・拡充等

について要望しているところであり、国の令

和７年度地方債計画において、過疎対策事業

債は、前年度比 200億円増の 5,900億円が計

上されているところです。 

 引き続き、各市町村の過疎対策債の要望状

況等を踏まえながら、各市町村の取組が円滑

に実施できるよう調整を図るとともに、全県

の配分額の確保について、関係団体と連携

し、国に必要な働きかけを行っていきます。

（Ｂ） 

県南広域

振興局 

経 営 企

画部 

Ｂ：１ 

７月９日 19 過疎地域

に対する支援

３ 過疎対策事業への税制特例措置について、地方

税の課税免除等に伴う交付税による減収補填措置

 過疎対策としての地方税の課税免除につ

いては、過疎地域への企業の進出、既存中小

県南広域

振興局 

経 営 企

画部 

Ｂ：１ 



の継続につい

て 

 ３ 過疎対 

策事業への

税制特例措

置 に つ い

て、地方税

の課税免除

等に伴う交

付税による

減収補填措

置の適用期

間の延長を

国へ働きか

けること。 

 

の適用期間の延長を国へ働きかけること。 企業の活性化等過疎地域の持続的発展に資

する産業振興の促進に有効なものと考えら

れることから、令和６年６月７日の国に対す

る「令和７年度政府予算提言・要望」におい

て、引き続き普通交付税による減収補填措置

が行われるよう国に要望したところです。

（Ｂ） 

７月９日 20 介護保険

制度の充実強

化について 

 １ 財政基 

 盤強化のた

めの措置を

講 ず る こ

と。 

 介護保険財政は、65 歳以上の第１号被保険者に対

する要介護（要支援）認定者数の割合が増加している

ことに伴い、総費用が年々増大しています。当市にお

ける介護給付費総見込額は、第９期介護保険事業計

画期間（令和６年度から令和８年度まで）において

は、第８期計画期間より約５億６千２百万円の増額

となっており、今期においては、基金の取崩しにより

保険料は第８期と同額としたものの、第 10期、第 11

期においては、確実に保険料の上昇が見込まれる、大

変厳しい状況にあります。 

 また、介護事業所においては、慢性的な介護職員の

 介護保険制度については、国に対して公費

負担割合の見直しの検討など、地方公共団体

等の負担軽減について継続して要望を行っ

ているところです。 

 国では、「第１号被保険者に占める後期高

齢者の加入割合の違い」等保険者の責めによ

らない要因により生じる保険料の水準格差

を全国ベースで平準化するための調整交付

金について、激変緩和措置を設けつつ、平成

30 年度から交付金算定区分を細分化し、調

整交付金による調整機能の強化を図ってい

県南広域

振興局 

保 健 福

祉 環 境

部 

Ａ：１ 



不足に加え、運転手や調理員など介護職以外の職種

の人材不足が続いており、やむを得ず事業の休止や

廃止をせざるを得ない深刻な事態が生じています。 

 つきましては、介護保険制度をより充実した内容

で運用するため、次のことについて国に対して働き

かけていただきますよう要望いたします。 

１ 介護保険財政の健全な運営のため、公費負担の 

割合を見直しし、介護給付費及び地域支援事業費

の国庫負担割合を引き上げるなど、財政基盤強化

のための措置を講ずること。 

ます。 

 今後も、国に対し介護保険制度の円滑な運

営のための制度改善等の必要な要望を行っ

ていきます。（Ａ） 

７月９日 20 介護保険

制度の充実強

化について 

 ２ 介護職 

 員及び介護

職以外の職

種の職員を

含めた抜本

的な処遇改

善、人材の

確保・定着

のための対

策及び支援

を 図 る こ

と。 

２ 介護事業者が必要な人材を安定的に確保し、質 

の高い介護サービスを提供できるよう、介護職員

及び介護職以外の職種の職員を含めた抜本的な処

遇改善、人材の確保・定着のための対策及び支援を

図ること。 

 県では、介護人材の「参入の促進」、「労働

環境・処遇の改善」及び「専門性の向上」の

観点から、介護福祉士修学資金の貸付、求職

者と求人側のマッチング支援、労働環境や処

遇改善を促進するセミナーの開催、資格取得

の支援やキャリアに応じた各種研修の実施

などに取り組んでいるほか、介護の仕事に対

する理解促進に資する事業への補助を行う

など、市町村や関係団体等の取組を支援して

います。 

 また、介護の現場では様々な職種の職員が

従事し、利用者一人ひとりの状態に応じた介

護サービスを提供していることから、介護人

材の確保や介護サービスの質の向上に向け、

適切な水準の介護報酬の設定や現行の処遇

改善加算の対象外となっているサービス事

業所も対象にすること、少なくとも全産業平

県南広域

振興局 

保 健 福

祉 環 境

部 

Ａ：１ 



均の賃金水準に達するまで、更なる処遇改善

を継続的に実施すること、処遇改善を継続す

る場合においては利用者や地方の負担が伴

わない適切な財政措置など、介護人材確保対

策を一層拡充するよう国に要望しています。

（Ａ） 

７月９日 21 一般国道

４号水沢東バ

イパス等の整

備促進につい

て 

 １ 一般国 

道４号水沢

東バイパス

の事業促進 

 一般国道４号水沢東バイパスの建設につきまして

は、国及び県などの関係各位の御理解、御尽力により

着実に整備が進められており、心より感謝申し上げ

ます。また、令和６年４月１日には、国土交通省より

「一般国道４号水沢金ケ崎道路」の新規事業化が公

表されたところであり、重ねて御礼申し上げます。 

 本路線は、並行して走る東北自動車道と共に物流

の大動脈であり、周辺工業団地において集積が進ん

でいる自動車関連産業や半導体産業等の企業の物流

において、重要な役割を担っています。 

 さらに、これら企業の従業員の定住化の進展や生

活道路として利便性の向上も期待されており、早期

の水沢東バイパスの開通が望まれています。 

 また、現道の国道４号の奥州市区間は２車線が多

く渋滞が慢性化していることから、渋滞の緩和及び

物流の効率化のため、市内区間全線の４車線化が望

まれています。 

 つきましては、地域の連携・交流の促進並びに周辺

地域経済の活性化、さらに地域住民が安心・安全に暮

らすことができる道路環境整備を図るため、国道４

号水沢東バイパス全線開通をはじめ、次の事業の促

 県では、内陸部における物流の円滑化や地

域間の交流・連携を促進し、快適・安全な生

活の確保を図る道路として、一般国道４号の

整備の重要性を認識しており、令和７年度政

府予算等に係る提言・要望において、御要望

の水沢東バイパスを含む一般国道４号の整

備促進について国に要望しています。 

 一般国道４号の水沢東バイパスについて

は、令和元年度までに姉体地区から北側の

6.9kmが部分供用していますが、残る区間に

ついて、令和６年度は、埋文調査・支障移転

補償・改良工事等を実施すると国から聞いて

おり、県としては、事業促進が図られるよう、

今後も国へ働きかけていきます。（Ｂ） 

県南広域

振興局 

土木部 Ｂ：１ 



進について、国に対して働きかけていただきますよ

う要望いたします。 

１ 一般国道４号 水沢東バイパスの事業促進 

７月９日 21 一般国道

４号水沢東バ

イパス等の整

備促進につい

て 

 ２ 一般国 

 道４号水沢

金ケ崎道路

の事業促進 

２ 一般国道４号 水沢金ケ崎道路の事業促進  県では、内陸部における物流の円滑化や地

域間の交流・連携を促進し、快適・安全な生

活の確保を図る道路として、一般国道４号の

整備の重要性を認識しており、令和７年度政

府予算等に係る提言・要望において、令和６

年度に事業化された御要望の水沢金ケ崎道

路を含む一般国道４号の整備促進について

国に要望しています。 

 令和６年度は、調査設計を進めると国から

聞いており、事業推進が図られるよう、引き

続き国へ働きかけていきます。（Ｂ） 

県南広域

振興局 

土木部 Ｂ：１ 

７月９日 21 一般国道

４号水沢東バ

イパス等の整

備促進につい

て 

 ３ 一般国 

道４号奥州

市区間全線

の４車線化

の検討促進 

 (1)  前

沢向田交差

点～平泉前

３ 一般国道４号 奥州市区間全線の４車線化の検

討促進 

 (1) 前沢向田交差点～平泉前沢インターチェン

ジ 

 県では、内陸部における物流の円滑化や地

域間の交流・連携を促進し、快適・安全な生

活を支える道路として、一般国道４号の整備

の重要性を認識しています。このため、令和

７年度政府予算等に係る提言・要望におい

て、前沢向田交差点～平泉前沢インターチェ

ンジ間を含む一般国道４号の４車線化につ

いて国に要望したところであり、今後も国へ

働きかけていきます。（Ｂ） 

県南広域

振興局 

土木部 Ｂ：１ 



沢インター

チェンジ 

７月９日 21 一般国道

４号水沢東バ

イパス等の整

備促進につい

て 

 ３ 一般国 

 道４号奥州

市区間全線

の４車線化

の検討促進 

 (2)  水

沢東バイパ

ス（南口）～

前沢竹沢交

差点 

 

３ 一般国道４号 奥州市区間全線の４車線化の検

討促進 

 (2) 水沢東バイパス（南口）～前沢竹沢交差点 

 県では、内陸部における物流の円滑化や地

域間の交流・連携を促進し、快適・安全な生

活を支える道路として、一般国道４号の整備

の重要性を認識しています。このため、令和

７年度政府予算等に係る提言・要望におい

て、水沢東バイパス南口から前沢竹沢交差点

間を含む一般国道４号の４車線化について

国に要望したところであり、今後も国へ働き

かけていきます。（Ｂ） 

県南広域

振興局 

土木部 Ｂ：１ 

７月９日 22 北上川に

おける築堤等

の整備促進に

ついて 

 １ 前沢赤 

生津地区の

河道掘削及

び農地冠水

頻度を軽減

〇要旨 

 安全な生活環境整備のため、北上川における築堤

等の整備促進について、特段のご高配をお願いいた

します。 

〇要望内容 

 当市を縦断する一級河川北上川の無堤地区では、

長雨や集中豪雨による濁流・水位上昇が発生した際、

そのたびに人家や農地など生活基盤に甚大な被害を

もたらしています。 

 赤生津（あこうづ）地区について、国では、

洪水時の計画流量を安全に流下させること、

農地の冠水頻度を下げるため、赤生津（あこ

うづ）橋下流において、河道掘削及び掘削土

を利用した管理用通路の盛土を実施してい

くと聞いています。 

 北上川の治水対策は、県としても重要な課

題であり、整備促進に向け国に働きかけてい

きます。（Ｂ） 

県南広域

振興局 

土木部 Ｂ:１ 



させる対策

に係る計画

的に事業推

進、早期の

事業完了 

 つきましては、築堤事業は莫大な経費と歳月を要

する事業でありますが、地域住民の安全な生活環境

整備のため、次の事業の促進について、国に対して働

きかけていただきますよう要望いたします。 

１ 前沢赤生津地区の河道掘削及び農地冠水頻度を

軽減させる対策について、計画的に事業推進すると

ともに早期の事業完了を要望します。 

７月９日 22 北上川に

おける築堤等

の整備促進に

ついて 

 ２ 水沢黒 

 石町大久保

地区の堤防

整備につい

て、安定的

な予算の確

保を図ると

ともに計画

的な治水対

策の推進を

要 望 し ま

す。 

２ 水沢黒石町大久保地区の堤防整備について、安 

定的な予算の確保を図るとともに計画的な治水対

策の推進を要望します。 

 無堤防区間が多い北上川中流部（紫波町～

奥州市）においては、平成 14 年７月洪水及

び平成 19 年９月洪水に伴い、家屋の床上浸

水等の甚大な被害を受けています。 

 国では、北上川中流部治水対策事業とし

て、家屋浸水被害が発生した無堤地区等の整

備を重点的に実施しており、「水沢黒石町大

久保地区」については、堤防と道路が一体と

なる兼用堤として事業着手したところです。

引き続き、県の道路関係部局と調整を図りな

がら整備を実施していくと聞いています。 

 北上川の治水対策は、県としても重要な課

題であり、整備促進に向け国に働きかけてい

きます。（Ｂ） 

県南広域

振興局 

土木部 Ｂ:１ 

７月９日 22 北上川に

おける築堤等

の整備促進に

ついて 

３ 北上川無堤地区である前沢鵜ノ木地区につい

て、早期の堤防整備を要望します。 

 無堤防区間が多い北上川中流部（紫波町～

奥州市）においては、平成 14 年７月洪水及

び平成 19 年９月洪水に伴い、家屋の床上浸

水等の甚大な被害を受けています。 

県南広域

振興局 

土木部 Ｂ:１ 



 ３ 北上川 

 無堤地区で

ある前沢鵜

ノ木地区に

ついて、早

期の堤防整

備を要望し

ます。 

 国では、北上川中流部治水対策事業とし

て、家屋浸水被害が発生した無堤地区等の整

備を重点的に実施しており、「鵜ノ木地区」

については、世界遺産の追加登録予定地のた

め、文化財担当部局と協議・調整を図り、引

き続き検討していくと聞いています。 

 北上川の治水対策は、県としても重要な課

題であり、整備促進に向け国に働きかけてい

きます。（Ｂ） 

７月９日 22 北上川に

おける築堤等

の整備促進に

ついて 

 ４ 北上川 

 無堤地区で

ある水沢黒

石町鶴城地

区 に つ い

て、早期の

堤防整備を

要 望 し ま

す。 

４ 北上川無堤地区である水沢黒石町鶴城地区（内

堀）について、早期の堤防整備を要望します。 

 無堤防区間が多い北上川中流部（紫波町～

奥州市）においては、平成 14 年７月洪水及

び平成 19 年９月洪水に伴い、家屋の床上浸

水等の甚大な被害を受けています。 

 国では、北上川中流部治水対策事業とし

て、家屋浸水被害が発生した無堤地区等の整

備を重点的に実施しており、「水沢黒石町鶴

城地区（内堀）」については、上流部は河川

堤防と道路が一体となる兼用堤として計画

を予定し、引き続き県の道路関係部局と協

議・調整を図り、事業着手に向けて検討して

いくと聞いています。 

 北上川の治水対策は、県としても重要な課

題であり、整備促進に向け国に働きかけてい

きます。（Ｂ） 

県南広域

振興局 

土木部 Ｂ:１ 

７月９日 22 北上川に

おける築堤等

の整備促進に

５ 北上川無堤地区である水沢佐倉河地区につい

て、早期の堤防整備を要望します。 

 無堤防区間が多い北上川中流部（紫波町～

奥州市）においては、平成 14 年７月洪水及

び平成 19 年９月洪水に伴い、家屋の床上浸

県南広域

振興局 

土木部 Ｂ:１ 



ついて 

 ５ 北上川  

 無堤地区で

ある水沢佐

倉河地区に

ついて、早

期の堤防整

備を要望し

ます。 

水等の甚大な被害を受けています。 

 国では、北上川中流部治水対策事業とし

て、家屋浸水被害が発生した無堤地区等の整

備を重点的に実施しており、「水沢佐倉河地

区」については、洪水被害の状況、今後の土

地利用状況や他地区の整備状況、流域治水の

方向性などを総合的に勘案しつつ、検討して

いくと聞いています。 

 北上川の治水対策は、県としても重要な課

題であり、整備促進に向け国に働きかけてい

きます。（Ｂ） 

７月９日 22 北上川に

おける築堤等

の整備促進に

ついて 

 ６ 水沢姉 

 体地区の堤

防強化対策

を要望しま

す。 

 

６ 水沢姉体地区の堤防強化対策を要望します。  姉体地区について、国では、補正予算も活

用しながら堤防強化を実施しているところ

であり、今後も可能な限り必要となる予算を

確保しつつ、堤防強化対策を進めていくと聞

いています。 

 北上川の治水対策は、県としても重要な課

題であり、整備促進に向け国に働きかけてい

きます。（Ｂ） 

県南広域

振興局 

土木部 Ｂ:１ 

７月９日 23 基盤整備

事業の推進に

ついて 

 基盤整備事業は、農業の持続的発展、農村の振興、

食料の安定供給及び多面的機能の発揮を目的とし、

整備を進めているところであります。 

 現在、奥州市内において実施地区は 26地区、調査

計画地区７地区となっており、農業生産者の期待は

非常に高いものとなっています。 

 国の農業農村整備事業関係予算について

は、令和６年度当初予算と令和５年度補正予

算を合わせた実質的な執行予算として、対前

年比 102％の 6,240億円が措置されたところ

です。 

 一方、県の農業農村整備事業関係予算につ

県南広域

振興局 

農政部 Ｂ：１ 



 つきましては、昨年度と同様の予算の確保をお願

いいたします。 

 また、農業振興に係る当該事業に必要な当初予算

の十分な配分を、引き続き国に働きかけていただき

ますよう要望いたします。 

いては、令和６年度当初予算と令和５年度補

正予算を合わせた実質的な執行予算として、

対前年比 102％の 209億円を確保したところ

です。 

 県では、令和６年４月、６月、７月、９月、

11月及び令和７年１月に、国に対し、地域か

らの基盤整備要望が多い状況を踏まえ、令和

７年度の農業農村整備事業関係予算の確保

を要望したところであり、今後も、必要な予

算の確保に向け、引き続き国へ強く働きかけ

ていきます。（Ｂ） 

７月９日 24 テレビ共

同受信施設組

合への支援に

ついて 

 2011 年の地上デジタル放送への完全移行に伴い、

新たな難視聴地域においてはテレビ共同受信施設組

合の新設、既存の組合においては施設の改修が行わ

れ、現在、市内で 17 のテレビ共同受信施設組合が運

営されています。 

 当市のテレビ共同受信施設組合は、全体の３分の

２以上が 20世帯に満たない小規模な組合であり、近

年さらに加入世帯数の減少が進んでいます。 

 そのため、電気料や電柱共架料等の維持費用につ

いて、世帯当たりの負担が大きく、突発的な修理対応

にも苦慮する中で、施設改修や大規模な修理の費用

捻出が困難な状況にあります。 

 また、ケーブルテレビの対象エリア拡大により、テ

レビ共同受信施設組合を解散してケーブルテレビへ

の切り替えを検討する場合においても、共架ケーブ

ルの撤去等に要する多額の費用負担が障壁となって

 共聴施設の維持管理及び老朽化対策は重

要な課題であり、これまでも国に対し、維持

管理及び老朽化に伴う更新に対する支援制

度の創設等について要望しており、令和６年

６月の「令和７年度政府予算提言・要望」に

より要望したところです。 

 県の支援策としては、市町村が共聴施設の

改修や更新に対して補助を行う場合に、地域

経営推進費による補助を実施しています。 

 なお、国においては、地上基幹放送の小規

模中継局等のブロードバンド等による代替

等支援事業により、市町村が共聴施設のブロ

ードバンド等による代替又は同軸ケーブル

から光ファイバケーブルへの改修等による

高度化に係る事業を実施する場合に必要と

なる経費の一部を補助する見込であり、積極

県南広域

振興局 

経 営 企

画部 

Ｂ：１ 



います。 

 つきましては、テレビ共同受信施設組合の施設改

修、大規模な修理及び施設撤去に係る費用の助成制

度の創設を要望いたします。 

的な活用に向けて各市町村へ該当事業につ

いての周知を行っているところです。 

 今後も市町村と連携し、県内の共聴施設の

実状把握に努めるとともに、引き続き国に対

し支援制度の創設等について要望していき

ます。（Ｂ） 

 


